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３ 公募メニュー 

（１）里山里海の地域資源を活用した生 業
なりわい

の創出 
 

１ 目 的 

農林水産物等里山里海の地域資源の再発掘や新たな取組みに着手するための活動（ア

イデア構想段階）、新商品・新サービスの開発、販路開拓に至るまでの様々な段階におけ

る生業の創出の芽だしの取組みを支援することにより、里山里海を保全し、その地域の

振興を図ります。 

※ 「里山」とは、長年にわたる人の暮らしと農林業などの営みにより形成されてきた地域で、 

二次林、ため池、農地、集落などがモザイク状に組み合わさって形成されている地域 

※ 「里海」とは、人々がさまざまな海の恵みを得ながら生活するなど、人の暮らしと深い関わ

りを持つ沿岸域 

 

２ 助成対象者 

以下の①から③のいずれかに該当するものを対象とします。 

① 石川県内に居住する者 

② 石川県内に事務所、事業所、工場等を有する以下の者 

（県外事業者であっても、主たる事業活動を県内で行う場合は対象とします。） 

ア 中小企業者 

以下の表の左欄に掲げる「主たる事業として営んでいる業種」が、業種ごとの資本金基

準又は従業員基準のいずれかの基準を満たす会社及び個人 

主たる事業として営んでいる業種 

資本金基準 

(資本の額または 

出資の総額） 

従業員基準 

(常時使用する 

従業員数） 

製造業、建設業、運輸業その他の業種（下記以外） ３億円以下 ３００人以下 

卸売業 １億円以下 １００人以下 

サービス業 ５千万円以下 １００人以下 

小売業 ５千万円以下 ５０人以下 

ゴム製品製造業 ３億円以下 ９００人以下 

ソフトウェア業・情報処理サービス業 ３億円以下 ３００人以下 

旅館業 ５千万円以下 ２００人以下 
注１) 常時使用する従業員には、事業主、法人の役員、臨時の従業員を含みません。 

２) 業種分類は、日本標準産業分類の規定に基づきます。 

３) 大企業と以下に掲げる関係を持つ企業（いわゆる「みなし大企業」）は対象外です。 

発行済株式総数又は出資価格総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中小企業者 

発行済株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業者 

大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占めている中小企業者 

ただし、以下に該当する者は、大企業として取り扱わないものとします。 

・中小企業投資育成株式会社  ・投資事業有限責任組合 

 

イ 事業協同組合 

ウ 農業協同組合、農業協同組合連合会、農事組合法人 

エ 漁業協同組合 



 

7 

 

オ 森林組合、森林組合連合会 

カ 特定非営利活動法人 

キ その他いしかわ里山づくり推進協議会が実施主体として適当と認めたもの 

 

③ 上記①、②に該当する者を含む２者以上のグループであって、運営規約、事務処理

体制、経理体制又は存続性から判断して、いしかわ里山づくり推進協議会が実施主体

として適当と認めたもの 

 

３ 助成対象事業 

里山里海の地域資源の再発掘や、新たな取組みに着手するための専門家を招聘した勉

強会・研究会、新商品・新サービスの需要調査、研究開発に係る調査分析、開発（試作、

研究開発、評価等を含む）、展示会等の開催又は展示会等への出展、知的財産に係る調査、

世界農業遺産未来につなげる能登の一品の商品改良等の事業を助成対象とします。 

なお、伝統的なものを地域資源としてビジネスにつなげていくことは非常に大切なこ

とであることから、地域に古くから伝わる伝統技術（製造方法、加工技術、農林漁法な

ど）を活用した事業に新規参入し、その技術を将来にわたり継承する取組みについても

新たに支援します。 

●本事業における「里山里海の地域資源」は、以下の①から③を指します。 

① 本県の里山里海で生産される農林水産物及び自生する天然資源 

② ①を原料とした鉱工業品（伝統的工芸品を含む）やその活用のための特有の技術 

③ 伝統的なお祭り、伝統的工芸品工房などの観光資源 

 

４ 助成内容 

（１）事業実施期間 

交付決定日から３年以内です。 

注) 交付決定前に発注・契約したものについては、助成対象となりません。 

 

（２）助成率及び助成限度額 

助 成 率：4分の 3以内 

助成限度額：3年間で 2００万円 

 

５ 助成対象経費 

以下の経費について、助成対象とします。 

なお、助成対象となるか否かご不明な点がございましたら、いしかわ里山づくり推進

協議会へ事前にご確認ください。 

費  目 内     容 

謝金 

 

委員会等の会議に委員として出席していただいた場合や、専門家に

指導・助言等を受けた場合に謝礼として支払われる経費 

普通旅費 

 

会議の出席又は情報収集等を行うための旅費として、事業実施主体

の構成員等に支払われる経費 

特別旅費 

 

 

 

・委員会の出席等のための旅費として、委嘱した委員に支払われる

経費 

・ 会議の出席又は技術指導等を行うための旅費として、依頼した専

門家（講師を派遣した場合も含む。）に支払われる経費 

会場借料 会議を開催又は展示会事業を行う際、会場費として支払われる経費 
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会場整備費 展示会事業を行う場合に会場の装飾等を行うために支払われる経費 

印刷製本費 資料等の印刷費として支払われる経費 

資料購入費 図書、参考文献、資料等を購入するために支払われる経費 

通信運搬費 郵便代、運送代等として支払われる経費 

調査研究費 

 

事業遂行に必要なニーズ調査等を行うための費用、データ等を購入

する費用又は調査員を雇う費用等として支払われる経費 

パンフレット等 

製作費 

展示会や試作品を周知させるために配布するパンフレット・ポスタ

ー等を製作、あるいはＨＰ作成等のために支払われる経費 

広告宣伝費 事業遂行に必要な広告媒体等を活用する費用として支払われる経費 

通訳・翻訳料 通訳又は翻訳を依頼する場合に支払われる経費 

雑役務費 

 

事業遂行に必要な業務・事務を補助するために臨時的に雇い入れた

者（パート、アルバイト）の賃金、交通費として支払われる経費 

保険料 

 

展示会の際に展示品の発送等に掛かる保険料等として支払われる経

費 

借損料 

 

展示会や試作品の開発、実験等に必要な機械装置、事務機器等のレ

ンタル料、リース料として支払われる経費 

特許権取得費 事業遂行に必要な特許権を取得するための経費 

コンサルタント費 

 

展示会や試作品の開発などにコンサルタント会社等を活用する費用

として支払われる経費 

委託費 

 

事業遂行に必要な調査や試作品の開発等を委託する際に支払われる

経費 

原材料費 

 

試作品の開発や実験等に必要な材料を購入するために支払われる経

費 

備品費 

 

試作品の開発や実験等に必要な備品を購入するために支払われる経

費 

製造・改良・加工

料 

試作品の開発や実験等に必要な設備の製造・改良・加工を行うため

に支払われる経費 

デザイン料 試作品の開発に必要なデザインを行うために支払われる経費 

実験費 試作品の開発に必要な実験・分析を行うために支払われる経費 

設計費 試作品の開発に必要な設計を行うために支払われる経費 

外注加工費 
試作品の開発や実験等を行うために必要な加工等を外注する場合に

支払われる経費 

上記以外の費用で、いしかわ里山づくり推進協議会が特に必要と認める経費 

注) 汎用性があり、助成対象事業以外に使用できる可能性が高いもの（パソコン、プリンタなど）は、

原則として助成対象外とします。 

なお、以下の経費についても、対象外とします。 

・お弁当代や懇親慰労の会などに係る飲食の経費、専門家等への土産代、接遇費など 

・常勤雇用者の手当て、役員報酬など、組織運営に係る人件費など 

・団体の経常的な運営費、事務室の賃借料、コピー機のリース料など 

・他の組織や団体への運営に係る負担金、助成金、寄付金等 

 

６ 審 査 

（１）審査方法 

・ 審査は、いしかわ里山づくり推進協議会内に設置する、外部の学識経験者等から構
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成される審査委員会にて行います。 

・ 応募者から提出のあった書類（事業計画書等）による１次審査と、１次審査を通過

した事業を対象に、事業計画書等および応募者が行う事業内容のプレゼンテーション

に基づく２次審査を行い、審査基準により採点し、点数上位の事業から採択を決定し

ます。（採択がない場合もあります。） 

・ 事前に事業計画等に関して、ヒアリングを実施することがあります。 

・ 審査委員会は非公開で行われ、審査経過に関する問い合わせには応じられません。 

 

（２）審査基準 

以下の観点から、審査を実施します。 

区 分 内     容 

地域への波及

効果 

 

 

・ 本県の里山里海の保全につながる取組みである。 

・ 本県の里山里海の伝統技術や知恵の継承につながる取組みである。 

・ 持続可能な地域づくりのために、地域の雇用あるいは所得の確保、交

流人口を生み出す計画となっている。 

実効性 

 

 

・ 里山里海の地域資源を的確に把握し、活用に向けてノウハウを有して

いる。不足するノウハウについて、外部のノウハウを活用するなどの対

策がとられている。 

事業計画の妥

当性 

 

 

・ 事業計画は「いしかわ里山振興ファンド事業基本方針」に沿った、適

切なものとなっている。 

・ 専門家を招へいするなど、市場・ニーズを的確に把握した商品開発、

適切な営業方法、広告方法等を行える計画になっている。 

実施体制の妥

当性 

・ 事業を遂行するにあたり、適切な組織・人員体制がとられている。 

・ 事業遂行上、設備・店舗などに支障がない。 

資金計画等の

健全性 

・ 新しい商品・サービス開発・提供に係る収支計画が妥当である。 

・ 事業を遂行するにあたり、適切な資金計画が立てられている。 

 

７ 助成金の交付 

・ 採択決定後、30 日以内に当該年度の交付申請書を提出していただき、予算につい

て確認した上で、交付を決定します。 

その後、年度末に実績報告書を提出していただき、（必要に応じて実地検査を実施し）

精算払となります。 

・ 交付申請、実績報告に係る手続きは、毎年度必要です。 

 

８ その他の留意点 

助成事業に採択された場合は、以下について、ご了承ください。 

① 交付決定を受けた後、助成事業の経費の配分又は内容を変更しようとする場合、もし

くは助成事業を中止又は廃止しようとする場合は、事前に承認を得なければなりません。 

② 助成金額確定にあたり、助成対象物件や帳簿類の確認ができない場合、当該物件等に

係る金額は、助成対象外となります。 

③ 助成事業により取得した機械等の財産又は効用の増加した財産については、助成事業

の終了後も善良なる管理者の注意をもって管理し、助成金交付の目的に従って効果的運

用を図ってください。 

これらの財産の処分等に当たっては、事前に、いしかわ里山づくり推進協議会の承認
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を得なければなりません。また、処分等によって得た収入の一部をいしかわ里山づくり

推進協議会に納付しなければならない場合があります。 

④ 助成事業に係る経理については、その収支の事実を明確にした証拠書類を整理し、交

付年度終了後５年間保存しなければなりません。 

⑤ 助成事業期間中の進捗状況確認及び助成事業終了後の確定検査のため、いしかわ里山

づくり推進協議会が実地検査に入ることがあります。 

⑥ 助成事業期間終了後５年間、毎年度、助成事業に係る前年度の取組み等をいしかわ里

山づくり推進協議会に報告しなければなりません。 


